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鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規則の

一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第42号

鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規

則の一部を改正する規則

鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の規定による施設の利用に係る使用料の額を定める規則

（平成18年鳥取県規則第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に対応する同

表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）が存在する場合に

は、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動後条項に対応する移動条項が存在しない場合には、当該移動後条

項（以下「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加条項を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場

合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改

正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

鳥取県立社会福祉施設の使用料等に関する規則 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する

条例の規定による施設の利用に係る使用料の額

を定める規則

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、鳥取県立社会福祉施設の設置及 第１条 この規則は、鳥取県立社会福祉施設の設置及

び管理に関する条例（昭和39年鳥取県条例第11号。 び管理に関する条例（昭和39年鳥取県条例第11号。

以下「条例」という。）第７条第２項及び第３項、 以下「条例」という。）第７条第２項及び第３項並

第８条第２項、第４項及び第５項並びに第11条の規 びに第８条第２項、第４項及び第５項の規定に基づ

定に基づき、鳥取県立皆成学園、鳥取県立総合療育 き、鳥取県立皆成学園、鳥取県立総合療育センタ

センター、鳥取県立鳥取療育園及び鳥取県立中部療 ー、鳥取県立鳥取療育園及び鳥取県立中部療育園に

育園における食事の提供その他の施設の利用に係る おける食事の提供その他の施設の利用に係る使用料

使用料の額を定めるとともに、手数料の減免に関し の額を定めるものとする。

必要な事項を定めるものとする。

（定義） （定義）

第２条 略 第２条 略

２ 略 ２ 略

３ この規則において「保護等」とは、生活保護法 ３ この規則において「保護」とは、生活保護法（昭

（昭和25年法律第144号）による保護又は中国残留 和25年法律第144号）第２条に規定する保護をい

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の う。

支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「中
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国残留邦人自立支援法」という。）による支援給付

をいう。

４ この規則において「要保護者等」とは、生活保護 ４ この規則において「要保護者」とは、生活保護法

法第６条第２項に規定する要保護者又は中国残留邦 第６条第２項に規定する要保護者をいう。

人自立支援法による支援給付を必要とする状態にあ

る者をいう。

５ この規則において「生活保護等世帯」とは、現に

保護等を受けている世帯をいう。

６ 略 ５ 略

７ 略 ６ 略

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

（入所等に係る利用についての使用料の額） （入所等に係る利用についての使用料の額）

第３条 条例第７条第２項及び第８条第２項に規定す 第３条 条例第７条第２項及び第８条第２項に規定す

る規則で定める使用料の額は、次の各号に掲げる区 る規則で定める使用料の額は、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額（法第24条 分に応じ、それぞれ当該各号に定める額（法第24条

の５の規定が適用される災害その他の児童福祉法施 の５の規定が適用される災害その他の児童福祉法施

行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省令」と 行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省令」と

いう。）第25条の15に規定する特別の事情がある場 いう。）第25条の15に規定する特別の事情がある場

合にあっては、知事が定める額）とする。 合にあっては、知事が定める額）とする。

(１) 施設給付決定保護者が同一の月に受けた指定 (１) 施設給付決定保護者が同一の月に受けた指定

施設支援に要した費用（特定費用を除く。）の額 施設支援に要した費用（特定費用を除く。）の額

の合計額から、法第24条の２第２項の規定により の合計額から、法第24条の２第２項の規定により

算定された当該同一の月における障害児施設給付 算定された当該同一の月における障害児施設給付

費の合計額を控除して得た額が、次の表の左欄に 費の合計額を控除して得た額が、次の表の左欄に

掲げる施設給付決定保護者の区分に応じ同表の右 掲げる施設給付決定保護者の区分に応じ同表の右

欄に掲げる額を超えるとき 同表の左欄に掲げる 欄に掲げる額を超えるとき 同表の左欄に掲げる

施設給付決定保護者の区分に応じ同表の右欄に掲 施設給付決定保護者の区分に応じ同表の右欄に掲

げる額 げる額

略 略

イ 市町村民税世帯非課税者又は施設給付 略 イ 市町村民税世帯非課税者又は施設給付 略

決定保護者及び当該施設給付決定保護者 決定保護者及び当該施設給付決定保護者

と同一の世帯に属する者が指定施設支援 と同一の世帯に属する者が指定施設支援

のあった月において要保護者等である者 のあった月において要保護者である者で

であって、アの項に掲げる額を負担上限 あって、アの項に掲げる額を負担上限月

月額としたならば保護等を必要とする状 額としたならば保護を必要とする状態と

態となり右欄に掲げる額を負担上限月額 なり右欄に掲げる額を負担上限月額とし

としたならば保護等を必要としない状態 たならば保護を必要としない状態となる

となるものに該当する場合における当該 ものに該当する場合における当該施設給

施設給付決定保護者（ウ及びエに掲げる 付決定保護者（ウ及びエに掲げる者を除

者を除く。） く。）

ウ 市町村民税世帯非課税者であり、か 略 ウ 市町村民税世帯非課税者であり、か 略

つ、指定施設支援のあった月の属する年 つ、指定施設支援のあった月の属する年
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の前年（指定施設支援のあった月が１月 の前年（指定施設支援のあった月が１月

から６月までの場合にあっては、前々年 から６月までの場合にあっては、前々年

とする。以下この項において同じ。）中 とする。以下この項において同じ。）中

の公的年金等の収入金額、当該指定施設 の公的年金等の収入金額、当該指定施設

支援のあった月の属する年の前年の合計 支援のあった月の属する年の前年の合計

所得金額（その額が零を下回る場合に 所得金額（その額が零を下回る場合に

は、零とする。）及び当該指定施設支援 は、零とする。）及び当該指定施設支援

のあった月の属する年の前年に支給され のあった月の属する年の前年に支給され

た省令第25条の４に規定する給付を合計 た省令第25条の４に規定する給付を合計

した金額の合計額が80万円以下である者 した金額の合計額が80万円以下である者

又は施設給付決定保護者及び当該施設給 又は施設給付決定保護者及び当該施設給

付決定保護者と同一の世帯に属する者が 付決定保護者と同一の世帯に属する者が

指定施設支援のあった月において要保護 指定施設支援のあった月において要保護

者等である者であって、イの項に掲げる 者である者であって、イの項に掲げる額

額を負担上限月額としたならば保護等を を負担上限月額としたならば保護を必要

必要とする状態となり右欄に掲げる額を とする状態となり右欄に掲げる額を負担

負担上限月額としたならば保護等を必要 上限月額としたならば保護を必要としな

としない状態となるものに該当する場合 い状態となるものに該当する場合におけ

における当該施設給付決定保護者（エに る当該施設給付決定保護者（エに掲げる

掲げる者を除く。） 者を除く。）

エ 施設給付決定保護者及び当該施設給付 略 エ 施設給付決定保護者及び当該施設給付 略

決定保護者と同一の世帯に属する者が、 決定保護者と同一の世帯に属する者が、

指定施設支援のあった月において、保護 指定施設支援のあった月において、生活

等を受けている者又は要保護者等である 保護法第６条第１項に規定する被保護者

者であって、ウの項に掲げる額を負担上 又は要保護者である者であって、ウの項

限月額としたならば保護等を必要とする に掲げる額を負担上限月額としたならば

状態となり右欄に掲げる額を負担上限月 保護を必要とする状態となり右欄に掲げ

額としたならば保護等を必要としない状 る額を負担上限月額としたならば保護を

態となるものに該当する場合における当 必要としない状態となるものに該当する

該施設給付決定保護者 場合における当該施設給付決定保護者

(２) 略 (２) 略

（鳥取県立総合療育センター等に係る使用料の額） （鳥取県立総合療育センター等に係る使用料の額）

第５条 略 第５条 略

（手数料の減免）

第６条 条例第11条の規定による手数料の減免は、

国、地方公共団体又は公共的団体が実施する事業の

うち、知事が必要と認めるものに係る手数料につい

て行う。この場合の減免の申請手続その他必要な事

項は、知事が別に定める。

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係）

施設の利用 １単位当 施設の利用 １単位当

たりの使 たりの使
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項目 単位 用料の額 項目 単位 用料の額

１ 食事の (１) 生活保護等世 略 略 １ 食事の (１) 生活保護世帯 略 略

提供 帯又は市町村民税 提供 又は市町村民税非

非課税世帯に属す 課税世帯に属する

る障害者等（以下 障害者等（以下

「生活保護等受給 「生活保護受給者

者等」という。) 等」という。)に

による短期入所の よる短期入所の利

利用の場合 用の場合

略 略

略 略

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係）

施設 施設の利用 １単位当 施設 施設の利用 １単位当

名 たりの使 名 たりの使

項目 単位 用料の額 項目 単位 用料の額

鳥取 １ 食 (１) 生活保護等 略 鳥取 １ 食 (１) 生活保護受 略

県立 事の 受給者等による 県立 事の 給者等による短

総合 提供 短期入所の利用 総合 提供 期入所の利用の

療育 の場合 療育 場合

セン (２) 生活保護等 略 セン (２) 生活保護世 略

ター 世帯又は市町村 ター 帯又は市町村民

民税非課税世帯 税非課税世帯に

に係る入所等の 係る入所等のう

うち通所の利用 ち通所の利用の

の場合 場合

略 略

略 略

鳥取 食事の (１) 生活保護等 略 鳥取 食事の (１) 生活保護世 略

県立 提供 世帯又は市町村 県立 提供 帯又は市町村民

鳥取 民税非課税世帯 鳥取 税非課税世帯に

療育 に係る入所等の 療育 係る入所等のう

園及 うち通所の利用 園及 ち通所の利用の

び鳥 の場合 び鳥 場合

取県 略 取県 略

立中 立中

部療 部療

育園 育園

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第２条、第３条、別表第１及び別表第３の改正は、公

布の日から施行する。




